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行政改革の成果と市民サービスへの反映について 

 

１ 経費削減及び収入増加の経緯 

  積極的な外部委託の推進による経費削減や未利用地の売却などの収入増加策により，第３次

行政改革の期間（６年間分）の累積で約３８５億円の経費を削減するとともに，約１６億円の

増収効果を上げた。年度ごとの削減実績の整理結果は以下のとおり。 

 

 

  ＜参考＞ 経費の削減効果（累積） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対前年比＞ 
経費削減【百万円】 

（累積） 
収入増加【百万円】 

平成１５年度 △１，３４７ 

平成１６年度 
△２，０６４ 

（△３，４１１）

平成１７年度 
△２，０２３ 

（△５，４３４）
５１２

平成１８年度 
△１，９１８ 

（△７，３５２）
６８８

平成１９年度 
△２，１８３ 

（△９，５３５）
３３６

平成２０年度 
△１，８８２ 

（△１１，４１７）
７３

△３８，４９６ １，６０９ 

合 計 

△４０，１０５ 

1,347 1,347 1,347 1,347 1,347 1,347

2,064 2,064 2,064 2,064 2,064

2,023 2,023 2,023 2,023

1,918 1,918 1,918

2,183 2,183

1,882
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（百万円）

1,347

3 ,411

7 ,352

5 ,434

9 ,535

11 ,417

　（合計）
　　３８，４９６

資料２
平成２１年１０月２８日 
行政経営部行政改革課 
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２ 行政改革の成果の市民サービスへの反映 

行政改革により，健全な財政基盤の確立に向けた各種の取組が進んだことを踏まえ，本市が市民サービスの向上のために実施した１５年度以降の主な新規・拡充事業や庁内執行体制の整備状況は以下のとおり。 

 

分野 項 目 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 

 

こども医療費助成 

【民生費】 

 

【就学前まで助成】 

（助成実績６億５，４０４万円） 

 

 

（助成実績６億３，８３０万円） 

 

 

(助成実績７億３２６万円) 

拡 充 

【小学３年まで助成】 

(助成実績９億４，５４４万円) 

 

 

(助成実績１１億２，０５１万円) 

拡 充 

【小学６年まで助成，すべて現物給付化】

(助成実績１５億３，２６８万円) 

高齢者外出支援事業 
（ﾊﾞｽ乗車券購入費助成） 

【民生費】 

制度創設 

【対象者７５歳以上】 

（助成実績１，９６３万円） 

 

 

（助成実績１，５３８万円） 

 

 

（助成実績１，８２６万円） 

 

 

（助成実績１，９３３万円） 

 

 

（助成実績２，２５１万円） 

拡 充 

【対象者７０歳以上】 

（助成実績５，６４８万円） 

特定不妊治療費助成 

【衛生費】 

 制度創設 

【上限１０万円】 

(助成実績９２０万円) 

 

 

(助成実績１，０３９万円) 

 

 

（助成実績１，２９０万円） 

拡 充 

【上限２０万円】 

(助成実績２，４２５万円) 

拡 充 

【上限４０万円】 

(助成実績４，９８１万円) 

妊婦一般健康診査費 
助成 

【衛生費】 

 

【上限２回】 

（助成実績１億５，２５５万円） 

 

 

（助成実績１億８，５５６万円） 

 

 

（助成実績１億６，１７３万円） 

 

 

（助成実績１億６，１５１万円） 

拡 充 

【上限５回】 

（助成実績１億６，１５０万円） 

拡 充 

【上限１２回】 

(助成実績３億５６５万円) 

保
健
福
祉 

その他 

【衛生費】 

 
・乳がん検診へのマンモグラフィ

の導入（7,192 万円） 

・小児ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種の助成

【１歳児，２回まで】 

（助成実績５１４万円） 

 
 

 

（助成実績４７９万円） 

 

 

（助成実績６１４万円） 

 

 

（助成実績５９９万円） 

住宅用太陽光発電 
システムの設置補助 

【衛生費】 

制度創設 

補助件数１１５件 

補助実績１，９９６万円 

 

補助件数１６０件 

補助実績１，２１６万円 

 

補助件数１７４件 

補助実績１，２５６万円 

 

補助件数２４０件 

補助実績３，２９４万円 

 

補助件数２１２件 

補助実績２，７９５万円 

 

補助件数２３２件 

補助実績３，１７３万円 環
境 

その他 

【衛生費】 

   ・もったいないうつのみや推進事業 

（｢もったいない｣精神の啓発･定着）

・廃食用油資源化事業の実施 

(家庭排出の廃食用油の公用車

実用化) 

 

産業 
【労働商工費】 
【農林水産業費】 

・ベンチャー企業等の創出・育成

支援 

（産学官連携の市内企業の育成）

・中小企業融資制度の活用促進

（融資枠拡大，融資メニューの拡

充） 

・特許等取得のための補助金制

度の創設（特許取得支援による

市内工業振興） 

・オリオン市民広場の整備 

（中心地回遊性向上のための拠

点広場整備） 

・アグリネットワークの推進 

（農業と他産業との連携） 

・バンバ市民広場の整備 

教育 

【教育費】 

・学力向上事業の実施 

（理解度に応じた習熟度別学習） 

・２学期制導入の実施（ゆとりあ

る，充実した教育活動展開） 

・民間人校長の登用（民間人の

発想の教育現場への活用） 

・小規模特認校制度を実施 

(｢会話科｣の設置等，魅力ある教

育活動の展開) 

・子ども読書活動の推進 

（図書館・学校への専門司書の

配置） 

・「親学」の推進，「人間力」の育成 

・教育改革の推進 

（「子どもの行動規範」の制定。家

庭・地域・学校連携による人づくり） 

・普通教室等への空調設備の整備 

（２０年度全中学校，２１年度全小学校） 

・学校栄養職員（栄養士）の全校

配置（学校での食育推進） 

執行体制の整備 

・総務部の「行政経営部」への再編 

（民間における「経営」の概念を重視

した行政運営の展開） 

・企画部の「総合政策部」への再編 

（政策立案部門の強化） 

・「市政研究センター」の設置 

（将来を見据えた戦略的な政策

の立案） 

・「上下水道局」の設置 

（水道局と下水道部の一元化に

よる市民利便性の向上） 

・「保健福祉部」の組織再編 

（各種の保健福祉サービスの連

携による提供） 

・「自治振興部」の設置 

（地域まちづくりの支援強化） 

・「生活安心課」の設置 

（市民の安全で安心な暮らしの

確保） 

・「駅東整備推進室」の設置 

（中心市街地活性化に向けた拠

点整備の推進） 

 

・「経済部」の設置 

（産業経済全体の総合的な振興

策の展開） 

・「学校健康課」の設置 

（学校における食育や健康教育

の推進） 

 

・「地域自治センター」の設置 

（旧２町における総合的な行政

サービスの提供） 

・「宇都宮市民プラザ」の設置 

（中心市街地における行政サー

ビスの提供） 

・「危機管理監」，「危機管理課」

の設置 

（危機発生時における迅速かつ

的確な対応） 

・「子ども発達センター」の設置 

（心身の発達の遅れのある子ど

もに対する総合的な支援） 

・「副市長２人制」の導入 

（トップマネジメント機能の充実） 

・「子ども部」の設置 

（子どもを安心して生み育てるこ

とができる社会の実現） 

・「行政改革室」の設置 

（行政改革の取組の着実な実行） 

・「税制課」，「納税課」の設置 

（税制改正への迅速な対応， 

及び収納体制の強化） 

・｢雀宮駅東口周辺整備室｣の設置 

（ＪＲ雀宮駅周辺の円滑な整備） 



 ３

３ 第３次行政改革取組以降の歳出割合の変化 

本市では，行政改革の推進により得られた経費削減等の効果を，緊急性や重要性などから重点

的・優先的に取り組むべきと判断された事業へと積極的に投入してきた（「事業の選択と集中」）。 

このことも踏まえ，第３次行政改革の取組以降，本市がどのような分野へと資源を重点配分して

きたか，その傾向を把握するため，以下のとおり，目的別歳出構成比の推移を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１ 議会費，災害復旧費，諸支出金） 

（※２ 平成１８年度，１市２町の合併に伴う歳出総額の増加） 

 

 
・総務費：地域振興，市庁舎や市民センター等の維持管理及び整備などに使用する費用 

・民生費：生活保護，児童福祉などに使用する費用 

・衛生費：保健所の運営や市民の健康管理，ごみの収集や処理などに使用する費用 

・労働・商工費：雇用対策，商工業の指導育成や支援，観光イベントなどに使用する費用 

・農林水産業費：農林業の指導育成や支援などに使用する費用 

・土木費：道路や公園，市営住宅の整備などに使用する費用 

・消防費：消防施設の整備，消防車の購入，消防・救急活動などに使用する経費 

・教育費：教育文化施設の整備，図書館の運営，生涯学習活動などに使用する経費 

・公債費：借入金に対する利子の支払いに要する経費 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

総務費 10.9% 10.0% 10.7% 11.9% 13.4% 11.7%

民生費 21.4% 24.2% 26.2% 26.3% 26.4% 27.2%

衛生費 12.2% 10.3% 8.5% 8.6% 8.1% 8.1%

労働・商工費 8.0% 8.6% 6.3% 5.4% 5.3% 6.4%

農林水産業費 2.0% 1.7% 1.6% 1.7% 1.6% 1.7%

土木費 22.8% 20.5% 21.0% 21.1% 20.4% 19.9%

消防費 3.4% 3.1% 3.1% 3.1% 3.4% 3.1%

教育費 9.3% 10.4% 11.0% 10.4% 10.1% 10.5%

公債費 9.5% 10.5% 10.9% 10.9% 10.7% 10.9%

その他 ※1 0.5% 0.6% 0.6% 0.7% 0.6% 0.6%

H15 H16 H17 H18 H19 H20

民生費（増加）

土木費（減少）

総務費

公債費

衛生費

教育費

労働・商工費

消防費

農林水産業費

その他

1,576 1,596 ※21,4771,466 1,649 1,666歳出総額（億円）

（普通会計の歳出総額を分母としており，表中１％は約16億円に相当）


